


・ 市町村合併支援交付金の交付にあたっては、市町を訪問しニーズを把握することで、市町の実情

に応じた支援をしています。今後も引き続き、市町の実情に応じた交付を行うことができるよう、

市町のニーズを的確に把握していく必要があります。

・ 実質赤字等の発生による財政健全化計画の策定団体となった市町はなく、安定した行財政運営が

行われていますが、社会保障費や公債費等の経常支出の高い水準が今後も見込まれることから、

市町の行財政運営の厳しさが続くことが懸念されています。

・ 「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」については、市町との連携を一層強化するとともに、

有意義で効果的な意見交換の場となるよう、より適切な運営に努めます。

・ 県から市町への権限移譲については、市町との協議を重ね、より一層権限移譲を進めていきます。

また、国の地方分権改革等の状況について随時情報提供を行うなど、市町との連携の強化を図り

ます。

・ 合併市町に対しては、市町のニーズに応じた交付金による財政支援を行うほか、新市町建設計画

の推進を図り、合併市町の新しいまちづくりを支援します。

・ 県は、広域自治体として、市町に対して、地方自治制度、地方公務員制度、地方財政制度等につ

いて、必要な助言や情報提供等による支援を行います。また、市町の財政健全化等の取組に対し、

必要な支援を行い、市町の行財政運営力の向上を図ります。

●県と市町の地域づくり連携・協働推進事業【基本事業名：40501 地方分権の推進】

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費）

当初予算額：(24) ３，８４４千円 → (25) ６０３千円

事業概要：「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」（全県会議）において、市町との連携を一

層強化するため、全県的な課題について、有意義で効果的な意見交換などを行います。

●特例処理事務交付金【基本事業名：40501 地方分権の推進】

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 ２ 市町振興費

当初予算額：(24) １９４，０４６千円 → (25) １８３，６１８千円

事業概要：県の権限に属する事務のうち、「三重県の事務処理の特例に関する条例」により市町

に権限を移譲した事務の執行等に要する経費を市町に交付します。

●市町合併推進事業【基本事業名：40502 市町行財政運営の支援】

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 ２ 市町振興費）

当初予算額：(24) ７３３，６５１千円 → (25) ６６７，０２２千円

事業概要：合併市町が行う新しいまちづくり事業に対し合併支援交付金を交付するなど、必要な

支援を行います。
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